
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

防災コンパクト先行モデル都市の
防災指針の概要（取組方針）

参考資料１

※公表された立地適正化計画からの抜粋

○掲載都市（R3.7.1時点で公表済の12都市）
・青森県七戸町
・岩手県二戸市
・山形県南陽市
・福島県郡山市
・茨城県ひたちなか市
・栃木県宇都宮市
・埼玉県秩父市
・神奈川県厚木市
・大阪府忠岡町
・岡山県倉敷市
・熊本県熊本市
・宮崎県日向市



七戸町



二戸市

（１）災害リスクの回避に向けた取組（危険回避）
災害リスクの高いエリアを居住誘導区域・都市機能誘導区域から除外
浸水深の深い浸水想定区域から将来的な集落移転（検討）
災害リスクの高いエリアにおける開発行為の抑制

（２）災害リスクの低減に向けた取組
土地区画整理事業によりかさ上げの実施
将来的な公共施設の移転（検討）
避難路の整備の促進
避難施設の移転、改築、機能強化の推進
避難所・防災マップの見直し検討
防災マップ等を用いた防災意識の向上
自主防災組織の設立・育成

＜取組の方向性＞



南陽市

※図中の番号は防災指針に示す地区番号



郡山市



宇都宮市

＜各災害リスクに対する取組方針＞

（１）水災害
避難行動を促す防災対策の推進
インフラ施設や誘導施設（医療施設等）の
浸水対策の促進
市街化調整区域の水害リスクがより高い
地域における開発抑制

（２）土砂災害
土砂災害ハザードエリアの居住誘導区域
からの除外
がけ崩れ，土石流等を防止するための土砂災害対策

（３）大地震（大規模盛土造成地）の安全性確認
盛土造成地の経過観察等による安全性確認

河川の流下能力を向上させる治水対策の推
進

河川や下水道への雨水流出を抑制するため
の流域対策

自然（農地・緑地等）の保水機能向上のため
の土地利用対策

避難行動を促す防災対策の推進



ひたちなか市

図 地区ごとの防災まちづくりの主な取組



秩父市



厚木市



忠岡町



倉敷市

＜各災害リスクに係る取組方針＞
（１）地震

建築物の不燃化、耐震化
インフラの耐震化
まちの不燃化・オープンスペースの確保
宅地の耐震化

（２）津波
まちづくりと連動した警戒避難体制の整備・強化
まちの耐浪化
海岸等防災対策

（３）洪水（外水氾濫）
土地利用の規制や立地の誘導
垂直避難を組み合わせた避難環境の整備
狭隘道路の解消、水路への転落防止対策
浸水深を表示する標識の設置 等

（４）内水氾濫
下水道等の雨水排水施設の活用
貯留・排水施設整備や流出抑制策の推進
都市基盤や建物の耐水化 等

（５）土砂災害
砂防と連携した開発の抑制
リスクコミュニケーションの充実

津波ハザード

土砂災害ハザード

内水ハザード

洪水ハザード



熊本市
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日向市

＜津波・地震災害の課題への取組方針＞
「地区防災計画」、「個別避難支援プラン」の策定促進
災害リスクの周知充実を図り、低災害リスク地域への立地誘導を促進
消防団や自主防災組織との連携により地域防災力の向上
避難訓練や防災講座を実施し、早期避難体制の確立
高台避難場所の整備や津波避難ビルの指定推進、中長期の避難所機能を有する総合体育館の整備
高齢者や障がい者等の避難環境の整備に向け、避難場所や避難所の機能向上や避難路の整備
災害時の広域連携支援体制の強化
地震・津波による倒壊・流出による被害拡大防災のための空き家の抑制や住宅の耐震化
狭隘道路の解消・防災空間の確保
緊急輸送道路や重要物流道路及び代替・補完路等の早期整備、耐震補強や維持管理
防災・復興の拠点となる都市公園の長寿命化対策の推進
水道施設及び下水道施設の計画的な老朽化・耐震化対策


